
①-2 前年度と比べ、ネイパ

ル防災Ａ・Ｐを提供した小学

校は増えているものの、中学

校は減っている。

①-2 ネイパルにおける学校の宿泊

研修や出前事業において、「ネイパ

ル防災アクティブ・プログラム（ネイパ

ル防災Ａ・Ｐ）」を提供

（小　　R5:27校→R6:31校

  中　　R5:47校→R6:29校

  義務R5:　0校→R6:　4校）

①-1 学校の宿泊研修のプログラムとして、仲間づくりや学

級づくりの支援ができた。

今後は、学校の要望に応じた支援の更なる充実に向け、学

校種や子どもの特性に応じた多様なプログラムの開発や指

導技術の向上が必要である。

①-2 防災教育に関する体験的なプログラムの提供を通じ

て、子どもたちの防災力の向上を支援することができた。

今後は、新たに作成したプログラム集を活用した教育効果

等の発信を通して、取組の一層の普及を図ることが必要で

ある。

①-1 ネイパルにおける学校の宿泊

研修利用において、コミュニケーショ

ン・トレーニングのプログラムを提供

（小R5:460名/10校

→R6:388名/11校

中R5:752名/14校

→R6:1,699名/25校）

①-1 前年度と比べ、コミュ

ニケーション・トレーニングの

プログラムを提供した学校

数及び児童生徒数が増えて

いる。

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）教育課程の実施状況を評価してその改善を図る検証改善（PDCA）サイクルの充実

・児童生徒の学習に対する興味・関心や授業の理解度等を含む全国学力・学習状況調査等の分析結果を踏まえたエビデンスに基づく児童生徒の

資質・能力の育成を図るためのEBE協議会の開催や、学力向上に関するヒアリングの実施など、組織的な授業改善や校内体制の整備に向けた取

組の推進を図る。

○取組の柱（２）主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善

・推進教員の巡回指導による学校全体の授業改善に向けた取組の実施を通じた主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の推進とそ

の成果の全道への普及・発信を図る。

○取組の柱（３）ICT環境を適切に活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実

・１人１台端末やクラウドサービス等を活用し、児童生徒が学習状況を振り返り、自らの学習を調整したり、他者と考えを共有し、より良い学びを生み

出したりすることを推進するなどして、児童生徒の主体的な学びに向かうことができるよう授業改善等の推進を図る。

○取組の柱（４）家庭・地域と連携した望ましい生活習慣、学習習慣の定着

・放課後及び長期休業中における端末を活用した家庭学習の充実に向けた支援や、学習履歴をデジタルで記録し児童生徒の一人一人の学習指

導に活用するなど、望ましい学習習慣等の定着に向けた取組の推進を図る。（AIドリルの活用による家庭学習やスケジュール管理アプリの活用に

よる学習履歴の可視化など）

○取組の柱（５）言葉を学び、感性を磨き、表現力を高める読書活動の推進

・学校司書や新任校長等を対象とした研修、社会教育巡回訪問や学校教育指導訪問等による指導・助言及び各学校の読書活動推進に関する取

組の好事例の収集と全道への周知により、学校図書館や読書活動推進に関する理解促進及び学校図書館の環境整備の充実を図る。

○取組の柱（６）コミュニケーション能力や主体性を育む体験活動の充実

・コミュニケーション・トレーニングや防災教育プログラムを活用した学校の活動支援を拡充させるとともに、地域や学校と連携した主催事業の充実

を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①コミュニケーション・トレーニングや

防災教育プログラムを活用した学校

の活動支援

②地域や学校と連携した主催事業

の実施

②ネイパルにおいて、小・中学生を対

象とした主催事業を実施

（R5:2,649名/77事業

→R6:3,035名/65事業）

②主催事業を通じて、多様な体験活動を提供し、子どもたち

の主体性や協調性などを育むことができた。

今後は、学校や地域の団体、企業との一層の連携による取

組の充実を図る必要がある。

②前年度と比べ、主催事業

数はやや減っているものの、

参加者数は増えている。

2.4 0.8 3.2 やや遅れている

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
(6)コミュニケーション能力や主体性を育む体験活動の充実

点

数
1 点
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R7 R8 R9 調査時期

100.0

124.5% 4

各教科における探究的な学びの推

進に向けた授業研究セミナー・授業

等改善セミナーの実施（36会場、

860名参加）により、指導と評価の一

体化等の授業改善を推進した。

「探究的な学び」等を通じた授業改

善に取り組む教員の意識を醸成し

た。

点

R６.4

管内高等学

校等の状況

調査

（道教委）

4

各地域（10ブロック）における成果

発表会（193校652名参加）や代表

校による「探究チャレンジ・アジア」

（道内29校104名、海外３校18名参

加）の実施により対外的な成果発表

の機会を設定した。

言語能力、情報活用能力等の伸長

や、新たな探究に向かう生徒の意欲

が向上している。

点

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名
施策項目４　新しい時代に必要となる資質・能力
　　　　　　　　　　の育成（高校）

所管課
高校教育課（社会教育課、学力向上推進課、ＩＣＴ教育推

進課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　生徒が自ら解決すべき課題を見いだし、主体的に考え、多様な立場の人々と協働的に議論し、納得解を生み出すなど、新学習

　　指導要領が目指す資質・能力を確実に育成するため、教科等横断的な教育を実践する。

○　　生徒一人一人に応じて、「指導の個別化」や「学習の個性化」を通じ、生徒が「個別最適な学び」を進めることができるように

　　するとともに、探究的な学習活動や体験活動などを通じて「協働的な学び」を充実させる教育を実践する。

○　　生徒がＩＣＴや学校図書館を日常的に活用することにより、自ら学び直しや発展的な学習を行うことができるよう、学校司書の

　　配置を進めるなど、ＩＣＴや学校図書館を効果的に活用する教育を実践する。

○　　中学校段階までの学習の成果や高校段階における学力の状況を踏まえ、基礎的・基本的な知識や技能を確実に習得させ、

　　これらを活用して解決するために必要な思考力、判断力、表現力等を育むとともに、主体的に学習に取り組む態度を養い、個性

　　を活かし社会の一員として多様な人々との協働を促す教育を実践する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）教科等横断的に資質・能力を育成する校内体制の構築

・教科指導訪問における指導助言の充実を図る指導主事研修会を実施し、「主体的・対話的で深い学び」の視点から

の授業改善についての理解を促進

・高校における学習状況等調査、CBA学力テストや全国学力・学習状況調査等の分析結果を踏まえたエビデンスに基

づく生徒の資質・能力の育成を図るため、EBE（Evidence Based Education）協議会の開催など、組織的な授業

改善や校内体制の整備に向けた取組を推進

○取組の柱（２）主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善

・教科における「探究的な学び」や「ICTの効果的な活用」をテーマとした教員向けセミナーの内容の充実

○取組の柱（３）ICT環境を適切に活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実

・ ICT機器を活用して海外の高校との発表・交流を取り入れた探究活動の成果発表会を実施

○取組の柱（４）読書活動の充実

・学校図書館担当職員向けの講習や、新任校長等を対象としたオンデマンド研修を行い、生徒の自主的な読書活動の

推進や、学校図書館やICT機器を活用した情報活用能力の育成に関する理解を促進

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

総合的な探究の時間にお

いて、対外的な成果発表

の機会を設定している学

校の割合(%)
56.9

60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

103.4%

主体的・対話的で深い学

びの視点からの授業改善

により指導と評価の一体

化が図られている学校の

割合(%)
66.5

79.3 99.6

70.0 80.0 99.7 99.8

68.7 72.4 R６.4

管内高等学

校等の状況

調査

（道教委）

3

ICTの効果的な活用に係る研究協

議や実践発表等を取り入れた授業研

究セミナー、授業改善セミナーを実施

した。

74.6 82.9

80.0 85.0 90.0 95.0

点

R7.６

北海道高等

学校学習状

況等調査

（道教委）

ICTを活用して自分に

合った学習ができる高校

１年生の割合(%)

70.6

100.0

97.5%

所管課ＨＰ
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①小中高の管理職等が一

堂に会し、協議することによ

り、各学校において授業改

善に関する取組が進んでい

る。

①各学校段階において育成を目

指す資質・能力を明確にし、学校

段階間において共有するなど、小

学校から高校までの12年間を見

通した検証改善サイクルの確立

① EBE （ Evidence Based

Education）協議会を開催し、小

中高の管理職等で組織的な授業

改善等に向けた協議を実施。（全

管内で２回開催）

①各学校において、エビデンスに基づく児童生徒の資質・

能力の育成に向けた取組についての理解の深まりや、自

校の取組の明確化、取組過程の検証を図ることができ

た。

小中高一貫した取組の充実を図るため、組織的な授業

改善や校内体制整備の一層の推進が必要。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

R6.6

点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

一斉読書や書評合戦(ビ

ブリオバトル)等の読書推

進活動に取り組む学校の

割合(%)
76.7

(R3)

79.0 82.0 85.0 88.0 91.0

106.3%

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率

4

事例集や広報誌「地学協働」におい

て、図書委員会を中心とした読書推

進活動など、各学校における読書習

慣の確立に向けた取組や好事例を普

及・啓発したことにより、目標値を達

成することができた。
84.0 (R8.2)

点

学校図書館

の現状に関

する調査

（道教委）

R6.6

(R7.6)

３　定性評価
取組

の柱
(1)教科等横断的に資質・能力を育成する校内体制の構築

点

数
1 点

50.0

63.5% 1

各教育局を通じて、各学校に対し学

校図書館を担当する職員を学校司書

として適切に配置するよう働き掛けた

ことにより、目標値には届かなかった

ものの、学校司書を配置している学

校の割合が向上した。
9.9 12.7

学校司書を配置している

と回答した学校の割合

(%)
4.7

(R3)

10.0 20.0 30.0 40.0

学校図書館

の現状に関

する調査

（道教委）

点

取組

の柱
(2)主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①各教科における探究的な学びの

推進に向けた教員向けセミナーの

充実・実施

①-１ 大学等と連携し事前検討会

を取り入れた授業研究セミナーの

実施【教科：国語、数学、地理歴

史・公民、理科、外国語（英語）】

（20会場、483名参加）

①-2 優れた教科指導力を有する

教員による実践発表等を取り入れ

た授業等改善セミナーの実施【教

科：農業、工業、商業、水産、情報、

家庭、芸術（音楽）、保健体育、特

別支援教育、総合的な探究の時

間】（16会場、377名参加）

①セミナーの３か月後アンケートでは、約７割の教員が、探

究的な学びを通じて資質・能力を育成する授業に既に取

り組んでいると回答し、残りの教員は今後取り組むと回

答。また、９割以上の教員が、セミナーの内容が授業改善

に役立ったと回答。一方、セミナーの内容を「校内で共有

した」と回答した教員は約７割に止まっていることから、セ

ミナーの内容の更なる普及を図ることが必要である。

①-1 授業研究セミナーに

おいて、大学と連携して、学

習指導案検討会の充実を

図るなど、授業改善の取組

を推進した。

①-2 授業等改善セミナー

について、新たに職業教科

及び特別支援教育、総合的

な探究の時間を実施、また、

多くの教科において学習指

導案の検討を取り入れるな

ど、探究的な学びの充実を

図った。

②令和７年度以降も本研修

を継続し、教科指導訪問の

一層の充実を図る。

②令和７年度以降は、新

学習指導要領に対応した

テーマを設定し、協議会

の一層の充実を図る。

②教科指導訪問における指導助

言の充実を図る指導主事研修会

を実施

③北海道高等学校教育課程研究

協議会において先進事例や好事

例の普及啓発

②各教育局指導主事等を対象に、

教科指導訪問における効果的な

指導・助言に関する研修会を実施

③各学校における教育課程の編

成・実施に伴う諸課題に関する講

演や研究協議を実施

②経験のある指導主事による教科指導訪問に関する講

話を聞き、学校の困り感に正対した指導助言の在り方や、

好ましい訪問の際の心得等について理解を深めることが

できた。今後は、より探究的な学びを推進するための指

導・助言について研修を行う必要がある。

③各学校における「主体的・対話的で深い学び」の充実

に向け、文部科学省の講師による講演や道立高校による

提言及び提言を基にした研究協議をオンラインで実施し、

各学校における教育活動の改善・充実に向けた取組への

理解を深めた。（４会場、260名程度参加）
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取組

の柱

取組

の柱
(3)ICT環境を適切に活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実

点

数
1 点

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】
○取組の柱（１）教科等横断的に資質・能力を育成する校内体制の構築

・教科指導訪問における指導助言の充実を図る指導主事研修会を実施し、「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善についての

　理解を深める。

・高校における学習状況等調査、CBA学力テストや全国学力・学習状況調査等の分析結果を踏まえたエビデンスに基づく生徒の資質・能力

　の育成を図るため、EBE協議会の開催など、組織的な授業改善や校内体制の整備に向けた取組を推進する。

○取組の柱（２）主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善

・教科における「探究的な学び」や「ICTの効果的な活用」をテーマとした教員向けセミナーの内容の充実を図る。

○取組の柱（３）ICT環境を適切に活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実

・ICT機器を活用して他の高校との発表・交流を取り入れた探究活動の成果発表会を実施する。

○取組の柱（４）読書活動の充実

・学校図書館担当職員講習や管理職を対象とした研修の実施により、学校図書館や学校司書の役割について一層の理解促進を図る。

・好事例の紹介、学校教育指導訪問における意見交換及び指導助言の実施により、学校図書館やICTを活用した情報活用能力の育成に

　ついて一層の理解促進を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

3.2 1.0 4.2 概ね順調

①生徒が学校図書館や電

子書籍を日常的に活用し、

主体的に学ぶことができる

よう、読書活動促進に係る

連携・支援を推進した。

②学校図書館担当職員講

習の実施や管理職への働

き掛けを通して、担当職員

の学校図書館の整備や読

書推進活動への理解が深

化するとともに、学校司書の

配置が促進された。

③好事例の紹介や指導資

料の活用により、教職員の

理解の深化が図られた。

①道立図書館及び市町村立図書

館等との連携による読書環境の整

備や、資料・情報サービスの提供

による学習活動や読書活動の充

実

②学校図書館の担当職員を対象

とする講習の実施や、学校図書館

の整備充実を担う学校司書の配

置に向けた取組の推進

③新任校長等を対象としたオンデ

マンド研修を行い、生徒の自主的

な読書活動の推進や、学校図書館

やICTを活用した情報活用能力の

育成に関する理解を促進

①道立図書館の「学校図書館支

援事業」や「支援貸出事業」の実

施（新規利用登録２校、学校一括

登録２校・計1,102名、事業実施6

校・団体）

②学校図書館担当職員講習の実

施（高校の受講者：12名）、学校

図書館課題別講習の実施（同12

名）、代表校長研における学校司

書配置に向けた働き掛け、社会教

育巡回訪問等における指導・助言

③新任校長研における説明、学校

図書館の整備充実に係る事例集

の作成・送付（年２回）や広報誌

「地学協働」における読書活動推

進に係る好事例の紹介（年10回）

社会教育巡回訪問等における情

報活用能力の育成に関する指導

資料を用いた指導・助言

①利用登録校の増加が見られることから、引き続き電子

書籍も含めた生徒の自主的な読書活動の推進を図るた

めの環境を整備。

②学校図書館担当職員講習の実施により、学校図書館

の整備や読書推進活動が充実するとともに、代表校長研

等における働き掛けにより、学校司書を配置している学校

の割合が前年度を上回った。

学校図書館や学校司書の役割について一層理解を深

めるため、学校図書館担当職員講習や管理職を対象とし

た研修を引き続き実施する必要がある。

③新任校長研における説明や事例集等による好事例の

紹介等により、各学校における学校図書館やICTを活用

した情報活用能力の育成に関する理解を促進することが

できた。

学校図書館やICTを活用した情報活用能力の育成に

関する理解を一層促進するため、好事例の紹介に加え、

学校教育指導班による学校教育指導訪問において意見

交換及び指導助言を行う必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ICT機器を活用して「総合的な

探究の時間」等で取り組んだ探究

学習の成果発表会の実施

①-１ 各地域（10ブロック）で探

究活動の成果発表会をオンライン

で実施（12月～１月、193校652

名参加）

①-2 海外の高校とオンラインで

結び、探究活動の成果発表会「探

究チャレンジ・アジア」を実施（２

月、道内29校104名、海外３校18

名参加）

①本事業に参加した９割以上の生徒が、言語能力や情報

活用能力等の資質・能力の向上を実感し、更なる探究へ

の意欲が向上したと回答。生徒が自分の考えを深めたり、

新たな視点を得たりして、資質・能力の向上につなげるこ

とができるよう、ICT機器を活用した発表・交流する機会

を一層拡充することが必要である。

①本事業において、海外の

高校に参加を依頼し、生徒

が成果発表会で英語を活

用して発表・交流する機会

が設定できた。

(4)読書活動の充実
点

数
1 点
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通常の学級における特別

な支援を必要とする児童

生徒の「個別の教育支援

計画」を作成している学校

の割合(%)
45.7

(R3)

4

管理職や特別支援教育コーディネーター

を対象とした研修会を実施し、校内体制の

整備について説明したことから実施率が

向上した。今後も取組の継続が必要であ

る。

93.2 94.5

点

特別支援教育に関わる校

内研修を毎年度実施して

いる学校の割合(%)
78.2

(R3)

72.0 94.0 96.0 98.0

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目５　特別支援教育の推進 所管課 特別支援教育課（社会教育課､教職員課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　 共生社会の形成に向け、幼・小・中・高校等においては、特別支援学校との連携により、障がいの状態等に応じた教育力を高める

   とともに、特別支援学校においては、障がいの状態等に応じた指導はもとより、重複障がい、医療的ケアが必要な子どもへの指導の

   充実を図るほか、新たな時代に対応した専門教育・職業教育を推進するなど、連続性のある多様な学びの場の充実に努める。

○　 特別な支援が必要な子どもや保護者が、乳幼児期から地域で切れ目のない支援が受けられるよう、保健、医療、福祉、労働等と

   の効果的な連携体制を構築し、一人一人の教育的ニーズに応じた支援体制の整備を推進する。

○　 全ての教員が一人一人の子どもの実態に応じた指導法などに関し専門性の向上に努めるとともに、障がいの状態や心身の発達

    の段階等を踏まえ、特別な支援を必要とする子どもが各教科等の学習の効果を高めたり、学習上又は生活上の困難を改善・克服

    できるようＩＣＴを活用した教育を推進する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて

いる

○取組の柱（１）小・中・高校等における障がいのある子どもの学びの場の充実

・小・中学校等の校内委員会を活性化し、個別の教育支援計画の作成・活用を進めるため、教育局SV(スーパーバイザー)と

の連携を強化

○取組の柱（２）特別支援学校における教育の充実

・サポート企業や知事部局との連携による企業への呼び掛けのほか、テレワークによる現場実習など、産業構造の変化に対

応した職業教育の充実により、障がいのある児童生徒の職域の一層の拡大

○取組の柱（３）切れ目のない一貫した指導や支援の充実

・直接雇用と外部委託の互いの利点を生かし、医療的ケア看護職員の専門性を効果的に活用して、医療的ケア児の多様な

ニーズに対応した支援を充実

○取組の柱（４）全ての教員の特別支援教育に関する専門性の向上

・管理職や特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修の充実と、新たな研修資料の作成・周知、管理職向けハンド

ブックの周知・徹底

○取組の柱（５）ICTの活用等による教育の質の向上

・オンライン研修の開催や道立特別支援教育センター、教育局等との連携による研修機会の拡充を図るとともに、障がいの

状態に応じた自立活動等に関する指導の充実

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

100.0

62.4%
1

管理職等を対象とした研修会や教職員

向けリーフレット等で個別の教育支援計画

の作成・活用を促進し増加傾向にあるが、

学年が上がるにつれて支援を必要とする

児童生徒数が増加する傾向にあり、目標

値に届いていないことから、個別の教育支

援計画を活用して成果を上げている取組

等の紹介の充実を図る。
43.6 50.4

74.4 80.8 87.2 93.6

点

特別支援教

育に関する

調査

（文科省）

R６.1２

100.0

100.5%

特別支援教

育に関する

調査

（道教委）

R７.2

所管課ＨＰ
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令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①小・中学校等における校内委員

会を活性化し、個別の教育支援計

画の作成・活用を進めるため、学校

と教育局SVとの連携を強化

①校内委員会の機能強化を図るた

めのハンドブックの作成・配付及び

特別支援教育コーディネーターを対

象とした研修会（103名が参加）の

実施

①校内委員会で児童生徒の実態把握、支援内容の検討、

支援内容の評価を行っている学校の割合が増加しており、

個別の教育支援計画を作成している児童生徒の割合も中

学校を除き増加している。

①学校訪問で、ハンドブックを活

用し、校内委員会の機能強化や

個別の教育支援計画の作成・活

用を促すなど、引き続き教育局Ｓ

Ｖと連携した取組を継続する。

特別支援学校高等部第３

学年において、就職や進学

を希望する生徒の割合

(%) 31.0

(R3)

46.0

87.8% 2

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関）

特別支援学校の現場実習先や就労先の

拡充に向け、雇用労政課等関係機関と連

携し、特別支援学校企業向け見学会を実

施。

今後は、教育的ニーズの多様化や障が

い福祉施策の動向等を踏まえた進路指導

の一層の充実を図る。31.5 34.5

37.2 39.3 41.5 43.8

点

卒業者進路

内定・決定

状況調査

（道教委）

R７.5

2

医療的ケアに関する基本研修をオンライ

ンで２回実施し、58名が参加。教員に医療

的ケアに関する正しい知識を付けてもらえ

るよう、今後は、医療的ケア実施校に初め

て赴任した教員の受講を奨励するなど、専

門性の向上を図る。

18.8 19.8

点

これまでに医療的ケアに

関する基本研修を受講し

た特別支援学校教員の割

合(%)
16.8

20.4 24.1 27.7 31.4 35.0

82.2%

学校におけ

る医療的ケ

アに関する

調査

（文科省）

R７.1

３　定性評価
取組

の柱
(1)小・中・高校等における障がいのある子どもの学びの場の充実

点

数
1 点

70.0

70.0%

1

児童生徒の障がいの状態から、新型コロ

ナウイルス感染症対策として外部と接触す

る活動を長期間制限せざるを得ない学校

が多く、Ｒ３～Ｒ５までは取組が停滞した。　

今後は、学校訪問等の機会を活用して、

道立図書館の「学校図書館支援事業」や

「支援貸出事業」等の活用（３校）を一層

促すなど、読書に親しむ環境づくりに取り

組んでいく必要がある。

27.3 (R8.2)

読書活動に関して地域と

連携した取組を行っている

特別支援学校の割合(%)

31.3

(R3)

39.0 47.0 55.0 63.0

点

学校図書館

の現状に関

する調査

（道教委）

R6.6

(R7.6)

①障がいの状態等に応じた指導の

充実による授業改善を図るため、学

校訪問と「教育課程編成の手引」

の連動等による教育課程研究の実

施

②企業連携によるリモートインター

ンシップの機会の確保など、ＩＣＴを

活用し、産業構造の変化に対応し

た職業教育の充実と就労を含めた

職域の拡大に向けた取組を実施

（再掲:施策項目1（４））

①学校訪問と教育課程研究協議会

の実施

②特別支援学校企業向け見学会

（Ｒ５：１８校136企業２０３名参加→

R6：21校200企業等248名が参

加）の実施（リモートインターンシッ

プは相手企業先の都合で未実施）

①学校訪問と教育課程研究協議会を連動させることによ

り、授業改善につながるなどの効果が見られたため、引き

続き次年度も連動させる取組が必要である。

②企業向け見学会参加企業の増加により、生徒の就労意

欲の向上につながったため、引き続き取組が必要である。

①学校訪問の複数回実施など、

各学校における障がいの状態や

発達の段階に応じた個別最適な

学びと協働的な学びの一体的な

充実が図られるよう取組を継続

する。

②経済部雇用労政課など関係

機関と更なる連携を図るなど、職

業教育の促進に取り組む。

①早期からの進路選択や進路指導

の充実が図られるよう、「特別支援

教育進路指導協議会」の内容の充

実

①-1 特別支援教育進路指導協議

会を実施（Ｒ５：全道１４会場

1,２８０名申込→R６：全道６会場

1,520名申込）

①-２ 就学事務担当者等研修会を

実施（オンライン Ｒ５：６３６名申込

→R6:729名申込）

①進路指導協議会や就学事務担当者等研修会を実施し、

就学から卒業後までを見通した指導や支援の充実を図る

ことができたため、次年度も取組が必要である。

①関係者の理解を一層深めるた

め、進路指導協議会及び就学事

務担当者等研修会を継続して実

施する。

取組

の柱
(3)切れ目のない一貫した指導や支援の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

②医療的ケア看護職員の専門性を

効果的に活用し、医療的ケア児の

多様なニーズに対応した支援を充

実

②医療的ケア児が通学する全ての

道立特別支援学校に医療的ケア看

護職員を配置（Ｒ５：２５校→Ｒ６：

27校）

②道立特別支援学校における医療的ケアの実施に際し、

訪問看護事業所等への外部委託の可能性を検証し、成果

を踏まえて校外学習時の夜間支援について予算化した。

②引き続き、直接雇用と外部委

託のそれぞれの効果的な活用方

法について検討を重ねる。

分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

(2)特別支援学校における教育の充実
点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
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５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）小・中・高校等における障がいのある子どもの学びの場の充実

・小・中学校等における校内委員会を活性化し、個別の教育支援計画の作成・活用を進めるため、教員向けのリーフレットを活用しながら、各学校に

対して、計画の活用による効果のほか、記入時の留意点に関する具体的な助言を行うなど、作成者の負担感の軽減につながるより実効性のある取

組の充実に努める。

○取組の柱（２）特別支援学校における教育の充実

・サポート企業や知事部局との連携による企業への周知のほか、テレワークによる現場実習など、産業構造の変化に対応した職業教育の充実によ

り、障がいのある児童生徒の職域の一層の拡大を図る。

○取組の柱（３）切れ目のない一貫した指導や支援の充実

・直接雇用と外部委託の互いの利点を生かし、医療的ケア看護職員の専門性を効果的に活用して、医療的ケア児の多様なニーズに対応した更な

る支援の充実を図る。

○取組の柱（４）全ての教員の特別支援教育に関する専門性の向上

・管理職や特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修の充実や、管理職向けハンドブック、校内委員会の機能強化を図るためのハンドブッ

クの内容の周知徹底を図る。

○取組の柱（５）ICTの活用等による教育の質の向上

・オンライン研修の開催や道立特別支援教育センター、教育局等との連携により、研修機会の拡充を図るとともに、障がいの状態に応じた指導に関

する充実を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

2.0 1.0 3.0 やや遅れている

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①オンライン研修の開催や道立特

別支援教育センター、教育局等との

連携による研修機会の拡充と、障

がいの状態に応じた自立活動等に

関する指導の充実

　特別支援教育センターにおける

①-1　「ミニ座談会」の実施

　（７月、11月　参加者110名）

①－２ 「特別支援学校における学

校教育の情報化～工夫改善研修シ

リーズ～」の実施

　（11月～２月　参加者216名）

①各障がい種におけるICT活用の具体について、教員講

師の取組事例や受講者同士の協議を通して、取組の視点

や工夫について考えを広げ理解を深めることができた。

ＩＣＴを活用する教員と、活用しない教員の二極化が進ん

でいる。

交流機会の確保やアクセシビリティの観点からの活用が

多く、資質・能力の育成につながる取組が必要である。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

(5)ICTの活用等による教育の質の向上
点

数
1 点

③所有率100％の目標に向け、引き続き、免許法認定講

習の着実な継続実施が必要である。

①全ての教員の特別支援教育

に関する専門性の向上に向け、

引き続き特別支援教育センター

や教育局ＳＶと連携した取組を

継続する。

②引き続き、校内委員会の機能

強化を図るため、継続した取組

が必要である。

③引き続き、特別支援学校教諭

免許状の所有率向上に向けた

免許法認定講習を開設する。

①全ての教員に対する特別支援教

育に関する専門性向上に向けた研

修の開催、研修資料の作成

②校内委員会の活性化による特別

支援教育の組織的な推進に向けた

管理職や特別支援教育コーディ

ネーター等に対する研修の充実

③特別支援学校教諭免許状の所

有率向上に向けた免許法認定講習

の開設

①-１　初任段階教員研修

①-２ オンライン授業改善セミナー

の実施（全道４会場　106名参加）

①-３ 通級指導担当教員対象の研

修会の実施（年11回 1,415名参

加）

取組

の柱

進捗状況

取組

の柱
(4)全ての教員の特別支援教育に関する専門性の向上

点

数
1 点

取組の成果と課題【Ｃ】

①今後、特別支援教育センター

において、「授業改善」や「働き

方改革」を主なテーマとした「学

校教育の情報化研修（特別支援

教育）」を実施する。

②-１ 管理職を対象とした特別支

援教育に関する研修会を実施（Ｒ

５：年３回、２，０５６名→Ｒ６：年３回、

1,633名参加）

②-２ 校内委員会の機能強化を図

るためのハンドブックの作成・配付

②-３ 特別支援教育コーディネー

ター研修を実施（103名参加）

②-４ 特別支援教育充実セミナー

の実施（Ｒ５：全道１４会場 ８８８名

参加→Ｒ６：全道７会場〈２管内合

同〉　526名参加）

③教育職員免許法に基づく免許法

認定講習を開設（7月20日～８月

30日、全てインターネットによる同

時双方向型遠隔講習）。

　【知・肢・病】定員400名、

　　　　　　　　　　　　受講者447名

　【視覚】定員60名、受講者67名

　【聴覚】定員60名、受講者69名

①研修機会や内容の充実を図ってきたが、特別支援教育

を経験していない教員が一定数いることから、全ての教員

の特別支援教育に関する専門性向上に向け継続的な研

修等の実施が必要である。

②校内委員会の機能強化に向け、特別支援教育を位置付

けた学校経営や特別支援教育コーディネーターの役割に

ついて周知してきたが、校内委員会の機能が十分に発揮

されていない学校もあることから、管理職等に対する研修

内容の充実が必要である。

－48－ 



施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目６　ＳＴＥＡＭ教育の推進 所管課
高校教育課（義務教育課、学力向上推進課、教職員育成

課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○   小・中学校での各教科等や「総合的な学習の時間」における教科等横断的な学習や探究的な学習、プログラミング教育などの

   充実を図る。

○　 高校において、「総合的な探究の時間」や「課題研究」、「理数探究」などを中心に、地域や実社会での問題発見・解決に活かし

   ていくための教科等横断的な教育を実践する。

      また、地域や高等教育機関、民間企業等との連携・協働の下、生徒や地域の実態を踏まえた探究的な学習を取り入れた教育を

   実践する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）各教科等や「総合的な学習の時間」における教科等横断的な学習や探究的な学習等の実践（義務教育）

・教育課程改善の手引において教科等横断的な学習や探究的な学習の充実について周知するとともに、各学校の実践

成果等をWebページに掲載し周知・普及

・教科等横断的な学習や探究的な学習の充実に向けた、教員の指導力向上に関する研修を推進

○取組の柱（２）「総合的な探究の時間」や「課題研究」、「理数探究」等の改善・充実（高等学校教育）

・各地域での探究活動の成果発表会及び海外の高校との発表・交流を取り入れた全道規模での探究活動の成果発表

会を実施

・各地域及び全道規模での探究活動の成果発表会の好事例を活用した教員向け研修等を実施

○取組の柱（３）ICT環境を適切に活用した授業改善の推進

・ＩＣＴ機器を活用した「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進を図るため、指導主事による研究

協議会等を実施

○取組の柱（４）理科、算数・数学教育の充実

・教科「理数」を開設している学校やSSH校の好事例を活用した理数探究セミナーの改善・充実

・先進的な理数教育の実践研究及び実践事例の一層の普及と、自然科学に興味・関心をもつ生徒の一層の拡大

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

63.0

70.7% 1

教育課程改善協議会において、教

科等横断的な学習や探究的な学習

等についての説明を行うとともに、

実践事例をWebページで発信した

が、効果的な活用や具体的な実践

に結び付かない学校があったことか

ら、目標値の達成には至らなかった。

点

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

Ｒ６．４

地域や実社会での問題発

見や解決につなげる教科

等横断的な取組をしている

高校の割合(%)

70.2

80.0 85.0 90.0 95.0 100.0

99.5%

習得・活用及び探究の学

習過程を見通した指導方

法の改善及び工夫をよく

行ったと回答した学校の割

合(%)（小･中）

小37.5

中31.6

小３５．３

中３０．２

小３4．4

中29．２

38.5 45.0 51.5 58.0

80.0 85.0 90.0 95.0

管内高等学

校等の状況

調査

（道教委）

3

「総合的な探究の時間」実践研

修について、R６は空知、石狩、渡島、

檜山の４管内で実施し、これまでの

３年間で全14管内で実施した。本

研修を実施した管内の各学校にお

いて「総合的な探究の時間」を中核

とした教科等横断的な取組の充実

が図られたが、実社会や実生活にお

ける諸問題の解決につながるような

探究活動の在り方を工夫する必要

がある。

85.0 84.6

点

管内高等学

校等の状況

調査

（道教委）

Ｒ６．４

点

Ｒ６．４

地域や大学、行政機関、民

間企業等と連携・協働した

探究的な学習を取り入れ

ている高校の割合(%)
75.4

100.0

96.6%

3

地域課題解決型、グローバル型、

アントレプレナー教育型、科学技術

活用型の成果発表会を開催。R6は

54校296名（R5:47校295名）が

参加した。参加校において、地域等

と連携・協働した探究的な学習の充

実に進捗が見られるものの、目標値

を下回っていることから、より一層、

地域等との連携を強める必要があ

る。

80.5 82.1

所管課ＨＰ
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令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

３　定性評価
取組

の柱

(1)各教科等や「総合的な学習の時間」における教科等横断的な学習や探究的な学習等の実践（義務

　　　教育）

点

数
1 点

②授業研究セミナーにお

いて、全ての会場でオンラ

インと参集のハイブリッド

開催として教員が参加し

やすい環境を整備し、授業

改善の取組を推進する。

②各地域及び全道規模での探究

活動の成果発表会の好事例を活用

した教員向け研修等を実施

②今年度、新たに授業等改善セミ

ナーにおいて「総合的な探究の時

間」部会を設けて実施（２４校２６名

参加）

②全道から参加した９割以上が「探究的な学びの理解が

深まった」、「総合的な探究の時間の改善に役立つ内容

だった」と回答。生徒の探究活動を充実させるため、総合

的な探究の時間の主担当の教諭だけではなく、学校全体

の取組とするためにも、全教諭に対して資質・能力の向上

を促す取組が必要である。

①本事業において、道外

及び海外の高校に参加を

依頼し、生徒が幅広い視

点で探究活動を俯瞰し、

多様な他者と成果発表会

で発表・交流できるよう改

善・充実を図った。

②令和７年度以降の新規

事業において、全教員を対

象に、教員の資質・能力の

向上を目的として、大学の

教員等を講師とした講習

を実施するなどの取組を

実施する。

①ICT機器を効果的に活用した実

践例や好事例を踏まえた研究協議

会の実施

②ICT機器（１人１台端末）を活用

した効果的な学習指導をテーマとし

た教員向けセミナーの実施

①指導主事を対象にした教育課程

研究協議会において、１人１台端末

の日常的な活用方法やオンラインを

活用した授業のイメージについて理

解を深めるための研究協議の実施

②教科「情報」を含む各教科におい

て、ICTの効果的な活用や探究的

な学びに係る協議や実践発表等を

取り入れた授業研究セミナー・授業

改善セミナーの実施（3６会場、

860名参加）

①教育課程研究協議会では、参加した指導主事が実際に

タブレットを用いた指導を実践し、ICT機器の効果的な活

用や生成AIの操作に関して理解を深めた。今後、学校に

対して、ＩＣＴ機器や生成AIを活用し、「主体的・対話的で

深い学び」の実現に向けた授業改善を図る意識を醸成す

るための指導助言が必要である。

②セミナーの３か月後アンケートでは、約７割の教員が、探

究的な学びを通じて資質・能力を育成する授業に既に取り

組んでいると回答し、残りの教員は今後取り組むと回答。

一方、セミナーの内容について、「ICTの活用」が役立った

と回答した教員は約４割に止まっていることから、セミナー

の内容の更なる普及を図ることが必要である。

①授業でのICT活用が進

み、全教科でICTを活用し

た授業を実施した学校が

前年度から大きく増加し

た。(R5:80.9%

　       →　R6：87.0%)

取組

の柱
(3)ICT環境を適切に活用した授業改善の推進

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①-1・2 本事業に参加した９割以上の生徒が、言語能力

や情報活用能力等の資質・能力の向上を実感し、更なる

探究への意欲が向上したと回答。生徒が探究活動の成果

を発表・交流することを通して、自分の考えを深めたり、新

たな視点を得たりするなど、資質・能力の向上につなげる

ことが必要である。

①-３

地域の声を聞く機会をつくるなどして、課題解決のポイント

を明確にしたり、実社会や実生活における諸問題の解決に

つながるような探究活動の在り方を工夫したりすることが

必要である。

①教育課程改善の手引において教

科等横断的な学習や探究的な学習

の充実について周知するとともに、

各学校の実践成果等をWebページ

に掲載し、周知・普及

②教科等横断的な学習や探究的な

学習の充実に向けた、教員の指導

力向上に関する研修を推進

②教育課程改善協議会の開催（教

科別に開催)

期待数に対する実績（割合）
小学校Ｒ５：107.8%→Ｒ６：112.6%

中学校Ｒ５：105.9%→Ｒ６：116.3%

アンケート結果（割合）

「各教科等における課題や授業改善の

方向性について理解することができた」

R５：97.8％→R6：98.9％

②教育課程改善協議会において、各教科や「総合的な学

習の時間」における教科等横断的な学習や探究的な学習

について、理解することができたと肯定的に回答した割合

がR5からR６にかけて増加していることから、更に各学校

や地域等へ協議会の内容を普及することが必要である。

①②計画期間の５年間で

見た場合、施策に係る教

員の理解に進捗が見られ

る。

①「S-TEAM教育推進事業」の実

施（Ｒ４～Ｒ６）

取組

の柱
(2)「総合的な探究の時間」や「課題研究」、「理数探究」等の改善・充実（高等学校教育）

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①-1 教育課程改善の手引の作成

及び北海道公立学校等教育実践

の更新・周知

①-2 指導主事の学校訪問におい

て、教科等横断的な学習や探究的

な学習の充実についての指導助言

①-2 教科等横断的な視点に立ったカリキュラム・マネジメ

ントの推進などについて、各学校に対して指導助言を継続

することが必要である。

①-1 Webページに教育課程改善の手引や各学校の実

践事例を掲載したが、各学校において実践的に活用が図

られるよう、道教委が主催する各種協議会等での積極的

な活用など、今後、内容の周知の方法を工夫する必要があ

る。

①-1 各地域での探究活動の成果

発表会（12月～１月、193校652

名参加）、代表校による「探究チャレ

ンジ・アジア」の実施（２月、道内29

校104名、海外3校18名参加）

①-2 地域課題解決型、グローバ

ル型、アントレプレナー教育型、科学

技術活用型（SSH校を含む）の成

果発表会の実施（１月、54校296

名参加）

①-3 「総合的な探究の時間」実

践研修の実施（空知、石狩、渡島、

檜山の４管内、64校73名参加）

ふかん
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2.3 1.0 3.3 やや遅れている

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】
○取組の柱（１）各教科等や「総合的な学習の時間」における教科等横断的な学習や探究的な学習等の実践（義務教育）

・教育課程改善の手引を活用し、各種協議会等において、教科等横断的な学習や探究的な学習の充実について説明及び周知を図るとともに、

各学校の実践成果等のWebページの掲載や、学校訪問等において好事例の周知・普及を図る。

・教科等横断的な学習や探究的な学習の充実に向けた、教員の指導力向上に関する研修を推進する。

○取組の柱（２）「総合的な探究の時間」や「課題研究」、「理数探究」等の改善・充実（高等学校教育）

・各地域での探究活動の成果発表会及び全道規模での探究活動の成果発表会を実施する。

・これまでに実施した各地域及び全道規模での探究活動の成果発表会の好事例を活用した教員向け研修等を実施する。

○取組の柱（３）ICT環境を適切に活用した授業改善の推進

・ ＩＣＴ機器を活用した「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進を図るため、指導主事による研究協議会等を実施する。

○取組の柱（４）理科、算数・数学教育の充実

・教科「理数」を開設している学校やSSH校の好事例を活用した教員研修の改善・充実を図る。

・先進的な理数教育の実践研究及び実践事例の一層の普及を図るとともに、自然科学に興味・関心をもつ生徒の一層の拡大を図る。

② 参加者の約８割がＳＳＨ

校以外の学校から参加。

参加者は、ＳＳＨ校の実践

を参考に、理科・数学教育

の充実に向けた方策につ

いて理解を深めた。

③STEAM教育について、

一定程度、受講者への意

識の醸成を図ることができ

たが、現状、STEAM教育

の具体的な授業方法につ

いては十分に浸透していな

い。

④ 大学と連携したワーク

ショップを実施することで、

最先端の科学に触れる機

会を提供することができ

た。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
(4)理科、算数・数学教育の充実

点

数
1 点

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①探究活動及び観点別学習状況

の評価の実践例や好事例を踏まえ

た研究協議会の実施

②教科「理数」の指導方法等の理

解を深める教員向けのセミナーの

改善・充実

③「観察・実験を通した問題解決の

力を育む理科教育充実研修」等の

研修成果の還元方策について検討

する協議、演習等の場を設けるなど

研修内容の工夫、改善

④スーパーサイエンスハイスクール

（ＳＳＨ）指定校を拠点とした先進的

な理数教育の実践研究及び実践

事例の普及と自然科学に興味・関

心をもつ生徒の一層の拡大

（再掲：施策項目１（１））

①北海道高等学校各教科等教育

課程研究協議会の開催

（約2,800名参加）

② ＳＳＨ指定校の研究成果の発表

を行う理数探究セミナーの開催（３

回（11月～１月）、41名参加）

③「観察・実験を通した問題解決の

力を育む理科教育充実研修（全４

回）」開催（小１６名参加）、「観察・

実験を通した科学的に探究する力

を育む理科教育充実研修（全４

回）」開催（中１１名参加）、「教科

研修（高校 理科）（全４回）」開催

（高２５名参加）

④ ＳＳＨ指定校から、近隣の高校に

対し、科学の甲子園のＰＲ活動を推

進（科学の甲子園北海道大会 全

道７会場、高校生234名参加）

①道教委が作成した「高等学校教育課程編成・実施の手

引」を基に、各教科における「個別最適な学び」と「協働的

な学び」及びその評価の改善・充実を図る協議等を実施

し、授業改善に向けた教員の理解が深まった。今後は、各

学校に対して、研修内容を一層普及することが必要であ

る。

② 参加者（理科、数学科の教員）に対し、SSH校における

実践事例を周知し、探究的な学習に係る指導の工夫・改

善についての理解を深めることができた。引き続き、SSH

校以外の学校に対し、理数教育の充実に向けた指導方法

等についての周知が必要である。

③小・中・高の教員を対象とした理科の研修において、

STEAM教育に関わる講義、実習及び実践交流等を行う

ことで、STEAM教育について、受講者への意識の醸成を

図ることができた。今後は、STEAM教育をどのように授業

に取り入れるのか、具体的な指導方法の更なる周知が必

要である。

④ 科学の甲子園に参加した生徒の９割が、科学が好きだ

と答えており、自然科学に興味・関心をもつ生徒の裾野の

拡大に寄与。参加する学校がなかった地域（会場）もあり、

より一層の周知が必要である。

①今年度の内容を踏まえ、

次年度の協議会の内容を

検討する。
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